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研究成果の概要（和文）：国際家事事件における調停について、特にハーグ条約との文脈で、多くの国で執行時点で様
々な困難が生じており、関係各国でそれぞれに執行を確保する手段でしか問題が解決されていない現状が理解できた。
また、日本固有の問題として、従来型の家庭裁判所付属の家事調停システムは、欧米型メディエーションと重要な部分
で多くの異同が見られ、いわゆるメディエーションとみなされない可能性が極めて高いことが認識された。そのため、
日本の現行の調停システムで得られた合意については、各国それぞれに執行を確保する手段すら難しく、民間メディエ
ーションの一層の発展および適切なメディエーターとしての人材養成が求められることがわかった。

研究成果の概要（英文）：In this research, it has become obvious that there is a huge differences among 
the Contracting States of Hague Child Abduction Convention concerning the enforcement of mediated 
agreements, and these differences have caused serious problem in enforcing these agreements. Besides, 
Japanese style of Cho-tei, is totally different from so-called mediation, and we can say that Japanese 
Cho-tei is rather "conciliation" than mediation. This might have caused practical problem, because the 
agreement reached by parties during the sessions of Cho-tei cannot be deemed as Mediated Agreement in the 
other countries. The one possible solution to this problem might be the effective utilization of 
"mediation" supplied by the civil sector and the introduction of education/development system of 
mediators in Japan.

研究分野：国際私法
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１．研究開始当初の背景 
 近年日本においても裁判外紛争処理
（ADR）にかかる法整備がなされ、研究も進
められてきた。他方、ADR によって得られ
た合意の執行については、法整備段階の議論
を除けばほとんど議論がされることはなか
った。しかし、昨今の日本をめぐる状況は、
この問題を放置することが許されないもの
となってきていることが研究当初の背景の
１つである。 
 さらに、申請時において、日本が「子の奪
取の民事的側面に関する条約」（以下、子の
奪取条約）に加盟する方向で検討が進められ
ていたことが国際家事調停に対象をしぼっ
たことの理由である。同条約は奪取された子
の即時返還を要求する一方、任意的な返還や
問題の友好的な解決について定めている（7
条 2項 c号、10条）。結果、同条約の締約国
においては、子の即時返還にかかる裁判手続
整備と並行して、様々な調停制度構築の試み
がなされてきた。この点、日本では、家庭裁
判所設置の調停委員会による家事調停が機
能してきたものの、この従来型調停で子の奪
取条約で求められる「友好的な解決」が図ら
れるかどうかについて、申請時にはなお検討
を要するとされていた。特に子の奪取条約関
係では、一方親は日本国外に居住したままで
あり、従来型の家事調停では対応しきれない
ケースが増加することは必至であろう。国際
的な家事紛争についてどのように実効的な
ADR システムを構築するのか、という点は
喫緊の課題である。合意の履行確保は実効性
の確保の面で重要な要素となる。 
 すなわち、研究開始時点では、①日本の家
事調停制度は少なくとも国内での執行力は
確保されているが、今後増加が見込まれる国
際的な家事事件には対応しきれない、②その
代わりとなる新しい制度には、執行力の点で
の不備がある、など実効性の点から致命的な
問題が存在しているとの認識があった。特に、
前者については、大阪弁護士会ハーグ条約プ
ロジェクトチームで実務家との研究を進め
る中で、後者については、家族法研究者や心
理学の研究者と共に家事事件における紛争
解決のあり方について、主にその手法を中心
とした研究を進める中、また、国際的な民事
保全や執行一般に関する研究を手続法の研
究者と進める中で、喫緊の課題として意識す
るようになったのが背景であった。 
２. 研究の目的 
 上記の背景事情に基づき、また、本研究申
請後の 2014 年に日本によるハーグ子の奪取
条約の批准があり、日本での国際家事事件に
かかる調停合意が国外で執行される局面が
大いに予測される中で、国際家事事件にかか
る調停合意を国際的に執行する際の問題点
と解決についてさぐることを目的としてい
た。 
 すなわち、仲裁を除く ADR全体を俯瞰し
たとき、国際的に実効的な執行という面か

らみると、かならずしも完璧な制度ではな
いことが分かる。まず、家事審判法におい
ては、調停で定められた義務の履行確保に
ついて規定を設けている（25 条の 2）が、
国際的な履行の確保について現行規定で十
分か否かは不明である。また、民間 ADR
機関によるメディエーションは、ADR促進
法に執行にかかる条文がおかれていないた
め、国際的な局面においてはおろか、国内
においてすら当事者に強制的な履行の確保
を求めることが難しい状況である。この点
ADR 促進法の制定後 5 年経過した時点で
見直す可能性が示唆されていたものの、結
局その後執行に関する特段の見直しはされ
ていない。このような状況の中で、日本以
外の各国、特にメディエーション大国とさ
れるアメリカや近年メディエーションにか
かる統一指令を策定した EUにおいてこの
問題がどのように処理されているのか、ま
た、これらの国以外ではメディエーション
の合意が国際的に執行されうることがあり
得るのか、あり得るとすればどのような要
件の下であるのかを究明することが本申請
研究の目的であった。 
３．研究の方法 
 徹底的な比較法研究を行うことにより研
究を遂行した。また、対象として、①EU にお
ける調停合意の履行確保制度の調査、②子の
奪取条約にかかる調停合意の履行確保制度
の調査の 2 点が主となる。それらをふまえ、
最終的には日本法への示唆を得るとしてい
た。 
 手法としては、文献の収集を基本としなが
ら、対象となる国において実際に調停に携わ
っている機関に対してインタビューを行う
ことにより、文献からはくみ取ることのでき
ない実務上の問題点を洗い出すことにも注
力した。 
 インタビュー調査の対象とできたのは EU
（イングランド・ウェールズ、ドイツ、フラ
ンス、オランダ）とアメリカの諸機関であり、
具体的には以下の機関である。 
イングランド・ウェールズ：reunite 
ドイツ：Mikk 
フランス：司法省 
オ ラ ン ダ ： Centrum Internationale 
Kinderontvoering NL 
アメリカ： The Asian Pacific American 
Dispute Resolution Center 
 
４．研究成果 
 まず、挙げられるのは日本の家事調停制度
がいかに欧米型のメディエーションと異な
っているのかを、比較法やハーグ国際私法会
議による様々な調査レポートおよび、内外の
実務家とのインタビューや研究会などを通
じて理解することができたことが成果とし
て大きい。特に欧米型でメディエーションに
必須な事項として指摘される、①メディエー
ターの中立性、②守秘義務、③当事者間での



対話を促すものであり、メディエーターが解
決を示してはならない、との点は全て日本の
家事調停システムには存在しておらず、この
点は致命的と言える。 
 また、メディエーションにかかる指令を作
り、各国のメディエーションで得られた合意
をスムーズに執行するための制度作りを、メ
ディエーション指令とEUブリュッセルIIbis
規則により精緻に組み立てているはずの EU
域内においてすら、実はメディエーション合
意の国外での執行については多くの困難が
残っていることが文献調査および関係諸機
関へのインタビューにより判明した。また、
アメリカにおいては、そもそも外国で得られ
たメディエーション合意を執行する枠組み
すら未整備であることも判明した。さらに、
これらの問題については、法律上の整備をす
るだけでは対応が非常に難しいことも各国
で認識されており、実務上はメディエーショ
ンに関連を有するそれぞれの国で、それぞれ
の手続法に則り執行力をつける、という形で
のみ実効的な執行が確保できているという
現状が明らかとなった。 
 これらのことから、少なくとも日本の家事
調停制度を利用した国際家事調停で得られ
た合意については、他国でメディエーション
による合意とみなされる可能性が極めて乏
しく、その国際的な執行力についてはほぼ認
められない可能性が高いこと、また、仮に海
外でメディエーションとされるADRを日本の
民間 ADR 機関で提供できたとしても、日本の
裁判所がそれに対してどのように執行力を
付与する手続をするべきなのかについて、法
整備上の問題が残っているなど、この問題に
ついてはまだまだ解決すべき問題が山積し
ていることが明らかとなった。また、このよ
うな問題を回避するために、①メディエーシ
ョンシステムを日本でも広め、諸外国におい
て日本でもメディエーションを行っている
ことを広めること、②欧米において理解され
得るメディエーションを遂行できるだけの
人材を養成すること、が喫緊の課題であるこ
とが明らかとなったことが最も大きな成果
である。 
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